
　

　

H 27 ～ H 29

①

②

①

②

②

①

②

従事職員数

7,000 7,000人件費単価 千円 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

人 0.3 0.1 0.1 0.1

千円 2,100 700 700 700

2,000

4,701 4,701 4,701一般財源 千円 14,103

そ の 他 千円

起　　債 千円

県補助金 千円 6,000 2,000 2,000

C

の

財

源

内

訳

国補助金 千円

 直接事業費 A 千円 18,003 6,001 6,001 6,001

 総事業費 C（A+B） 千円 20,103 6,701 6,701 6,701

％ 100 33 33 34

660 680

27年度

m 2,000 660

28年度 29年度

（目標達成年度）

単位
全体計画

32年度以降

平成29年度

・本路線は、国道３８４号を起点とし、山王山登山道入口を経由し、旧若松・上五

島町境付近を終点とする延長L=4,226ｍ W=3.0mの森林管理道であるが、幅員が

3.0mであることから車両の離合が困難な状況である。また、舗装面が荒れ、路面

沈下等が起こり一般車両の通行に支障がある状況であるので林道の改良事業を実施

し、安全性の向上を図るものである。

100%

 成果指標：目的の達成度を表す指標

（目標達成年度）

 事業の概要：具体的なやり方、手順、詳細を記入  活動指標：事務事業の活動量を表す指標

2,000m

・本路線は、山王山登山道入口を経由したの森林管理道であるが、幅員が狭く、ま

た舗装面が荒れ路面沈下が見られ車両が通行できない状況であるため、通行可能と

なるよう改良工事を行う。

　→改良延長　L=2,000m

　→幅員　W=3.0m

（活動指標数値） （指標積算根拠）

① 改良延長

402  項ｺｰﾄﾞ

 基本事業名称

1032

 関連計画 法令・条例規則等 森林法、長崎県林道事業補助金交付要綱

 事務事業ｺｰﾄﾞ 4020709

年度

2

 政策名称

 施策名称

自立する産業の育成、雇用の確保

 基本事業ｺｰﾄﾞ 40207  目ｺｰﾄﾞ 3

 施策ｺｰﾄﾞ

財務会計の位置付け

 政策ｺｰﾄﾞ 4  款ｺｰﾄﾞ 6

年度

農林課

課長名 下山　透

29平成平成

清水　隆久担当者

継続事業

進捗率
実績事業費÷

計画事業費

（成果指標名称） （成果指標数値） （指標積算根拠）

林業の環境整備

単独事業費（林道改良）

 （対象指標1） 4,000人/年

平成29年度
改良延長÷

計画改良延長

 細目ｺｰﾄﾞ

31年度

内

訳

 人件費　B

26年度

 （対象指標2）

成果指標

課ｺｰﾄﾞ 115

26

～

402070903

27

平成

年度

課　名

活動指標

作成年度

（活動指標名称）

 事務事業名称

 対象：誰、何を対象にしているのか

総合計画の位置付け

 対象指標：対象の大きさを表す指標

 目的：何をしたいのか

30年度

評価対象事業名称

コード

記入日

 （対象2）

林道利用者

H26.11.5

新規事業評価表【事前評価】

 （対象1）

農林業の振興

事業種類

事業期間
林道佐野原線改良事業

計画（PLAN） 

実施（DO） 



　

●

 次年度以降に計画を見直して実施する   事業内容を見直して事業を実施する

  ●

  次年度以降に類似事業と整理統合して実施する

 当分の間は実施しない

類似事業と整理統合して実施する

実施期間を見直して事業を実施する

 事業費を減額して事業を実施する

計画どおりに事業を実施する

 

・受益者負担は適正です

か。

・類似事業との整理統合

はできませんか。

1次 2次 3次

次年度以降に計画どおり実施する
事

業

の

方

向

性

1次 2次 3次

  

・事業の対象・目的は適

切ですか。

・町が税金を投入して行

う必要がありますか。

402070903ｺｰﾄﾞ

1

次

評

価

林道の安全性及び利便性を向上させるものであり適切である。

林道管理者である町が行うべきものである。

通行の安全性、利便性の確保ができない。

・事業の緊急性・必要性

はありますか。

・事業を行わない場合の

影響はありますか。

・事業費を削減できませ

んか。（費用対効果）

※3次評価については、住民等の意見があった場合にのみ、再公表するものとする。

2次評価

3次評価

住民等の意見

町 の 対 応

利用者の通行の安全性を図るうえで必要な事業と判断する。

  

 

 

最小の経費で最大の効果をあげる設計であり削減できない。

受益者負担はない。

類似事業はない。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容評価項目

幅員が狭く離合が困難な状況である。また、舗装面が荒れ、路面沈下等が起こり一般車両の通行に支障がある状況であるため早

急な改良が必要である。

評価（CHECK） 


